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1．序　論
　欧州共同体の全経済政策の目的が，ヨー・ッパ諸国民の生活諸条件の改
善，より良き生活水準，社会的需要を一層意識すること，及びヨー・ッパ
諸国民の一層緊密な関係を目指していることにかんがみて，共同市場は消
費者優先主義に傾いていると言える。要するに，西ヨー・ッパの政治的経
済的統合は，根底において，人道主義的な目標を有しているのである。そ
の射程距離の中で，我々は，経済的社会的発展という一般的傾向と，消費
者の利益に対する法的志向の特別な関心との間に一線を画すことがでぎ
る。哲学的な意味で言うならば，当時の市場原理に強く影響を受けていた
19世紀の自由主義から，巨大なビジネス及び複雑なテクノロジーの支配す
る市場原理といや応なしに相対峙しなければならない個人に対し，殆んど
パターナリスティックともいえる保護的姿勢に傾く20世紀後半に向けて旅
立ちしたことを物語っている。言うなれば，消費者主義は，今目の自由市
場の不満足な諸側面に対する反作用なのである。現代社会においては，過
失責任を含めて，契約当事者の対等性という擬制は，強引な販売方法及び
広告，契約の自由の濫用，並びに何よりも，食品または化学薬品といった
一定の商品及び，例えばいまだ制御しきったとは言いきれない現代のテク
ノ・ジーから生じる放射線のようなエネルギー源に内在する人の健康に対
する危険というものに打ちのめされてきている。値段に見合った商品価値
を期待しながら自分自身が騙されやすい存在であり，基準値以下の商品，
危険な商品からの保護を期待する消費者は，国の法が不充分であり，また
法的保護の機構が費用のかかるものであり，更にはそれが非効果的で，し
ばしば紛わしいとさえ感じている。
　消費者主義が個人と市場の集合的な力との間で苦闘している状況では，
その歩み寄りは，扇動や圧力団体を通じて，さらには消費者の諸権利を承
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認し，かつ強行するための機構を提供する法の変更とによって成し遂げら
れるべきである。欧州共同体は，単一の市場を創設するように努めている
わけであるから，これらの動きに対応しなければならない。さらに，この
拡大された市場は，国境を越えて消費者を虐げる機会を提供するものであ
る。この問題に対処していく欧州共同体の任務は，同共同体には加盟国が
あり，その加盟国の数と同じだけの国の制度を考慮に入れなければならな
いことを勘案するならば，かなり骨の折れるものである。欧州共同体の機
能は，全加盟国を一致協力させるだけではなく，さらに共通の政策を策定
し，その実施を確保することである。ヨー・ッパの消費者主義は，アメリ
カ合衆国における展開に多くのものを負っているが，それにもかかわらず，
アメリカの状況を支配しているように思われる製造業者と公衆との間の法
的対立とは異なる様相を見せている。
2．　条約の諸規定
　他のいかなる政策とも同様に，消費者保護のための政策は，三つの共同
体を創設した諸条約に根拠を有していなければならない。しかし，明示的
に規定されてはいないものの，この政策は，共同体の権能を法的文言で定
めている一般諸原理に基礎を置くものでなければならない。これら諸原理
は，諸国民の福祉並びに生活及び労働条件の改善に種々の文言で言及して
いる三つの共同体を創設する諸条約の前文に見い出すことがでぎるのであ
り，そして，これらは，とりわけ，消費者の利益に対する関心を示してい
るのである。
　欧州石炭鉄鋼共同体を設立する条約は，供給源に対するアクセス，関連
産業における労働者たちのための生活水準，不公正な価格設定，及び制限
的取引慣行に関連して，特定的に消費者に言及しており，またE　C委員会
に付属する諮問委員会において消費者は代表されるものとする，と規定し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
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　　（1）
ている。
　欧州原子力エネルギー共同体を創設する条約は，労働者及び一般公衆の
健康の保護に言及しており，原材料の使用者と核分裂性物質の使用者との
　　　　　　　　　　　　　　　（2》間の区別をなくすように努めている。
　欧州経済共同体条約の中には，消費者に関連する多少の規定が分散して
　　　　　　（3）含まれているが，この分野における立法権限の最も重要な源泉は，共同市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔4）場の適切な機能に関連する加盟国諸法の接近，及びE　C委員会からの提案
に基づき行動し，欧州議会の意見を聞いた後に行動する閣僚理事会が共同
市場の創設に際して欧州共同体の諸目的を達成するのに必要な諸措置を採
　　　　　　　　　　　　　（5）ることを可能とする黙示の権限，に関する諸規定に含まれている。
　消費者政策は以上の根拠に基づいて打ち立てられているのである。
3．　消費者政策
　消費者政策の展開は，これまで遅々としたものではあるが，次の段階を
経てきている。
A．第一次行動計画。1975－81年。
　消費者連絡委員会（Consumer　Contact　Commission）は，早くも1962
年には創設されたが，それがようやく活動を開始したのは10年後のことで
ある。すなわち，1972年，国家または政府の長たちによるパリ首脳会議で，
（1）　ECSC　Arts・3（b）；3（c）；4（b）；60－64165and18（1）．
（2）　EAEC　Arts2（b）and30－39．
（3）Arts・39（農産物供給136（人，動物及び植物の健康）185（3）and86（a）
　（b）（競業）。
（4）　Arts。3（h）and100－102。
（5）　Art。235．
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r欧州共同体によってもたらされる経済的拡大は，生活水準の向上のみな
らず，生活の質の改善にもつながるものでなければならない。」との宣言
がなされ，また，諸機関に対して社会政策及び消費者保護の分野における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6｝適切な行動計画を作成するよう命じられたのである。それに応えて，制度
的な機構がE　C委員会内において作られ，また，欧州議会及び経済社会委
員会との協議の後に，消費者保護と惜報に関する政策のための予備的行動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）計画が閣僚理事会に提出され，同理事会はそれを承認したのであった。
　この行動計画は，消費者の諸利益を五つの基本的権利に置ぎ換えて述べ
ている。すなわち，健康と安全の保護に対する権利，法的利益及び経済的
利益の保護に対する権利，救済を受ける権利，情報に対する権利，並びに
（商品の基準を決定する委員会で）意見を表明する権利，の五つである。
この行動計画は，加盟国の法の調和化を図ることを目的とする欧州経済共
同体条約第100条及び機関の諸権限を共同市場にとって必要とされる事態
にまで拡張している同条約第235条の効力により，欧州共同体の立法によ
って実行されることになっていた。
　　（a）消費者の健康と安全の保護
　　　　　　　　　　18）　第一次行動計画によれば，消費者の健康と安全の保護は，r消費者に提
供される商品及びサービスが，通常のもしくは予見されうる使用状況下に
おいて，健康及び安全に対する危険を何ら与えないようなものでなければ
ならない。そのような危険が呈される場合には，それらを市場から回収す
るための迅速で簡潔な手続が用意されねばならない。」という原則に基づ
くものであるべぎである。今まさに立法の用意のある一定製品を優先的に
選別した目録がある。それらの製品とは，食料品，化粧品及び洗剤，家庭
（6）Sixth　General　Report、items　ll　and12．
（7）OJ，1975，C。92。
（8）　Art。15（1）、
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用品及び耐久消費材，自動車，織物，おもちゃ，危険物質，医薬品，化学
肥料，殺虫剤及び除草剤，動物用医薬品並びに動物の飼料である。
　　　　　　〔9）　1976年末までに，主に食品及び食品と混合されるような物品を含む広範
囲の製品を網羅する80ほどの命令が制定された。植物の分野について見る
ならば，ある命令が野菜貿易のための植物の衛生に関する諸要件を定める
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1①一方，単一の衛生証明書の導入により貿易手続を簡素化した。いくつかの
措置が，輸入された生きた動物及び食肉製品の獣医学的検査について規定
　　　㈲している。
　商品の自由移動という分野においては，貿易に対する技術的障壁の撤廃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　働のための一般綱領の下で18ほどの命令が1976年中に採択されたが，これら
は消費者に直接関係している。それらが網羅しているのは，自動車類，溶
剤や塗料やニスのような化学物質，殺虫剤，家財及び化粧品である。
　　　　　　　　⑬　化粧品に関する命令は，人の健康を害する製品の販売を禁止しており，
また，許可物質ばかりでなく，禁止物質も列挙している。この命令は，明
瞭で，十分な情報を伝えるラベルを貼るよう要求しており，また誤認を生
じさせる広告を禁止している。しかしながら，化粧品は，継続的な間題を
呈している。この命令は，幾度か修正されてきており，またE　C委員会に
対して化粧品の毒物学的影響に関して助言する美容術に関する科学委員会
が1978年に設置されたにもかかわらず，今目まで満足のいく解決方法は何
ら見い出されていない。
　それらの命令の大部分は，いわゆる「全体的調和化」という方法を採用
したが，それは欧州共同体の基準に合致する製品のみが全加盟国において
（g）First　Report　on　Consumer　Protection　and　In至ormation　Policy（1977）．
（1（》　OJ，1976，L・340。
⑪　Tenth　General　Report，point318．
⑫　Tenth　General　Report，item1166渉s6g。
α㊥　　OJ，　1976，L．262。
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自由に販売流通されうることを意味するのである。
　　（b）経済的利益と法的権利の保護
　　　　　　　圓　第一次行動計画が前提としたのは，r商品の購入者は，売主による権限
の乱用から保護されるべきであり，特に一方的な標準契約，契約における
本質的権利の不公正な排除，クレジットの過酷な条件，注文したわけでな
い商品に対する支払いの要求，及び強引な販売方法から守られるべきであ
る。」ということである。さらに，消費者は，欠陥製品または不満足なサ
ービスにより生じさせられた自己の経済的利益に対する損害から守られる
べきである。
　これらの目的を達成するために，欧州共同体が行うべぎことは，次の通
りである。
　（i）分割払い購入に関連する諸条件を含んだ消費者クレジットの一般
的条件を調和化させること。
　（ii）　虚偽の宣伝または誤解を生じさせるような宣伝から消費者を守る
こと。
　（iii）例えば，契約の諸条項，保証における条件，訪問販売，プレミア
ムの申し出，頼みもしなかった商品やサービス，ラベルやパッケージ上に
示された情報，及びその他に関して，不公正な商慣行から消費者を守るこ
と。
　（iv）製造物責任に関する法を調和化すること。
　（v）サービスの範囲と質を改善すること。
　（vi）　消費者のより一・般的な経済的利益を促進すること。
　これらのもくろみを遂行するため，すなわち，欠陥製品に対する責任，
事業所から離れたところで交渉が行われる契約（訪問販売），製造物責任，
誤認を生じさせるような広告，及び消費者クレジットに関する命令を制定
㈲　Art．19・
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しようとするために幾つかの提案がなされてぎているが，こうした提案が
法制化されるには数年を要した。
　　（c）救済
　　　　　　　　第一次行動計画は，消費者は欠陥製品の購入もしくは使用，または不満
足なサービスから生じる苦情及び傷害もしくは損害について助言及び助力
を受けるべきものと定めた。消費者は，そのような傷害または損害に対す
る適切な救済を，迅速で効果的で費用のかからない手続により受ける権利
を有すべぎである。これには，全加盟国の司法制度及びそれらの国民によ
る司法へのアクセスについての比較研究が必然的に伴っていた。
　　（d）情報及び教育
　　　　　　　　　　　　第一次行動計画によれば，商品またはサービスの購入者が合理的選択を
行ない，かつ，受け取った製品またはサービスから生じる傷害または損害
に対する救済を求めることができるようにするために，十分な情報が提供
されなければならない。
　消費者は教育を受けなければならない。そして，その消費者教育は，学
校における教師の訓練及び公衆一般に対する情報の普及から開始しなけれ
ばならない。したがって，専門家たち及び消費者組織の代表者たちのシン
ポジウムが，E　C委員会の主催で開催されて，立法のための二つの提案が
なされた。一方の提案は，食品の製法についての標記と表示に関するもの
であり，それにより消費者が製品間で比較ができるようにするものであっ
　　　　　　　　　　　　　㈲たが，これは1979年に法となった。他方の提案，すなわち，業務活動及び
道路交通以外での事故に関する情報並びに加盟国の市場に現われた危険な
製品及び洗濯機や冷蔵庫のような家庭電気製品に関する加盟国とE　C委員
⑮　Art。32．
（⑥　　錘t．34。
⑰OJ，1979，L158．
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会との間の情報交換についての提案は，立案中の提案のままで留まった。
しかしながら，家庭電気製品のエネルギー消費に関するラベル表示につい
　　　　　　　　　ての命令が採択された。
　（e）意見を表明する権利
　消費者は，特に彼等の利益を代表する組織を通じて，彼らの意見を表明
　　　　　　　　　　　α窃することが許されるべぎである。その目的のために，消費者諮問委員会
（Consumers’Consultative　Committee，1973年創設）は高い地位を与
えられ，また他の種々の組織もそれらの職務を促進するために財政的援助
が与えられた。
B．第二次行動計画。1981－85年。
　第一次行動計画は，適切な意図と提案に満ちてはいたが，充分に目標が
達成されたとは言い難い。
　　　　　　　　　　　　　　　　1981年に採択された第二次行動計画は，第一次のものとほぼ同じ問題を
扱っている。第二次行動計画は，第一次行動計画の中で達成目標として表
明された五つの基本的権利を確認しているが，ここでは単に消費者の利益
を守ることばかりでなく，消費者の利益を積極的に促進することも強調さ
れている。この行動計画の中でも，優先事項が選ばれているが，しかし，
加えて，サービスの分野における消費者保護が前面に出されてきている。
　実施化のため立法は，現実には消費者主義という大義名文を前進させる
ことにほとんど寄与しなかった。健康及び安全の分野では，化粧品が舞台
の中心を占めたのであり，化粧品に含まれる防腐剤としてある物質の使用
を認めていた第一次行動計画に基づく1976年の命令に四つの修正があっ
鋤た。アセチル・エチル・テトラメチル・テトラリン（AETT）の使用禁
⑱OJ，1979，L．145・
⑲　Programme，Art．46・
⑳OJ，1981，C．13a
㈲OJ，1982，L167・
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囲
止，化粧品の成分の検査及び毛髪に関する一定の製品における有害物質の
　圏　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図同定，並びに，紫外線を出すフィルターについての明確な一覧表の採用と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲いったものがそれらである。他方，E　C委員会は，化粧品の分析方法及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　囲1976年の命令以後の技術的進歩に適合させる方法に関する命令を発した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　切　アルコールを含む飲料のラベル上にアルコール強度を表示する旨の提案
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圏がなされ，また，おもちゃの安全性に関して提案された命令には，、修正が
提案された。そして，消費材に伴う事故に関する迅速な情報のシステムに
　　　　　　　　　　　㈲関連する予備的な実験が終了し，この点に関し第一次行動計画の下でなさ
　　　　　　　　　剛れた諸提案が採択された。
　経済的利益及び法的権利の保護の分野では，ほとんど進展が見られなか
ったが，1984年に，閣僚理事会が，誤認を生じさせるような広告及び不公
　　　　　　　　　　　信11正な広告に関する命令を発した。この命令の諸規定は，1978年になされた
提案を反映している。この命令は，禁止されるべぎ一定の種類の広告をリ
ストアップすることにより，誤解を生じさせるような広告及び不公正な広
告について定義している。禁止されるべき広告とは次のようなものであ
る。すなわち，
　（1）国籍，出自，私的生活または評判に関して不適切な言及を行うこと
　　により，他人に不名誉を負わせる広告，
　（2）ある者の会社，商品またはサービスに関して誤った陳述または中傷
勧OJ，1982，L63．
鱒　　OJラ1982，L185。
鱒OJ，1983，L332．
鱒OJ，1983，L29L
¢萄　　OJ，1984，L　228．
勧　OJ，1982，C．281．1978年の命令（OJ，1978，L．33．）を遂行するものである。
爾OJ，1983，C203．
㈲OJ，1981，L229。
㊤◎OJ，1984，L70．
⑳OJ，1984，L250．
10
　D．ラソク「欧州共同体における消費者保護一特に製造物責任に関連して」
　　的なコメントを行うことにより，その者の商業上の名声を害するかま
　　たは害する恐れのある広告，
　（3）恐怖の感情に訴えるか，または，社会的もしくは宗教的差別を助長
　　する広告，または，
　（4）両性の社会的，経済的または文化的平等の原則を明らかに侵害する
　　広告，または，
　（5）消費者の信頼，騙されやすい性格もしくは経験の欠如を利用するか，
　　または，他の何らかの不適切な方法で消費者もしくは公衆一般に影響
　　を与えるかもしくは影響を与える恐れのある広告。
　広告が公正であるか不公正であるかを決定する際には，特に，商品また
はサービスの特徴，並びに，商品またはサービスの提供に対する代価及び
価格などの諸条件，契約及び保証の諸条件，並びに，例えば，身元，資力
（弁済能力），才能，知的所有権を有しているかまたは賞及び栄誉のよう
な，広告を行う者の素性，特質，権利，といった事柄に関する陳述内容が
考慮されることになる。重要な情報を与えないでいて，誤った印象を与え
たり，または，宣伝者が応えることのできない期待を抱かせることも，誤
解を生じさせるようなものとみなされるであろう。
　比較による広告は，それが関連性があり，かつ確認できる細部について
比較しているものである限り禁止されないし，また，命令に含まれる定義
に照らして，誤解を生じさせるものでも不公正なものでもない。
　命令は，r誤認を生じさせる広告及び不公正な広告を禁止する適切にし
て効果的な法を採択する」義務を，加盟国に課した。このような法は，こ
の事項に正当な利害関係を有する団体ばかりでなく，誤解を生じさせるか
または不公正な広告により被害を被った人々にも，法的手続によりそれら
の人々及び団体の権利を擁護するために迅速かつ効果的で費用のかからな
い便宜を提供しなければならない。それらの法はまた，権利侵害を抑止す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11
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るための制裁を定めねばならない。
　加盟国が，自主規制的団体による広告の抑制を認める場合には，法的手
続を採る権利を有する人々または団体は，それらの苦情をかかる自主規制
的団体に持ち込む権利を有していなけれぽならない。
　不公正契約条項及び消費者救済の分野においては，予備的研究が継続さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　働れたが，消費者情報の分野では，命令が発せられた。この命令は，製晶の
品質，数量及び安全性に関する明細事項を表示するための技術的標準値を
知らせる手続を確立したが，測定値が曖昧だったため，これがこの分野に
おけるプロセスの端緒にしかなっていないことがわかった。
　消費者による意見の表明に関して，E　C委員会は，幾つかの意見及び勧
　　　　　　告を出したが，立法はなされなかった。
C．第三次行動計画。1985－88年。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図　第三次行動計画は，1985年のE　C委員会白書及び1986年の単一欧州議定
　　　　　　　　　　　園書（SingleEuropeanAct）により非常に影響を受けてきている。この白
書自体は，特定的に消費者問題に本腰を入れているわけではないが，1992
年末までに域内市場を完成させるための立法プ・グラム及び行動方針は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊤㊨間接的にしか過ぎないにせよ，消費者主義に利するものである。他方単一
欧州議定書は，立法過程を改善し，また，その体系をより効果的なものに
している。
　この状況において，我々は，製品の品質に狙いを定め，当然の如く消費
鋤OJ，1983，L109．
鰯　Sixteenth　General　Report（1982）p．155and　Eighteenth　General　Report
　（1984）　p。162．
¢④　　COM（85）　310　FinaL
鱒　Cmnd．9758（1986）．
㈹　　Bu11・　EC．6－1985，point2．1．106・
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者のためになる規格化に対する新たなアプローチを選択しなければならな
い。欧州共同体の規格を定める職務は，業界の専門家たちと消費者組織の
代表者たちから成る独立諸団体に委ねられてきている。したがって，この
重要な活動において，消費者の声は公的に認められてぎているのである。
　事実上すべての製品に関して諸法を詳細にわたって調和しようとする試
みは格別の成功を収めなかったので，欧州共同体は，このアプローチを放
棄してしまっており，r主要」（essentia1）なものだけを調和させて，その
他は加盟国の裁量に委ねようとしている。しかしながら，この場合規則83
　　／189の下では，加盟国は，新たに提案されたいかなる工業規格について
も，EC委員会に前もって通告する義務を負わされている。EC委員会は，
そのような提案が共同体の域内貿易に対する，いかなる新たな障壁も生じ
させないことが証明されるまで，かかる提案の実行を妨げる権限を有して
いる。
　r主要なものに関する」調和化の計画は，現在のところ，遠距離通信部
門，医薬品部門，土木工学及び建設部門，そして，何にもまして，食品部
門，に向けられている。
　個々の医薬品について立法を行う代わりに，E　C委員会は，この問題に二
つの方法で取り組むことを提案している。第一に，医薬品の登録及び許可
の諸手続に関する国の制度を合理化し，あらゆる新製品のテストに対して
も責任を負う，アメリカ合衆国の食品医薬品局（U。S。Food　and　Drug　Ad－
ministration）に類似した中央医薬品認可機構（Central　Drug－Licensing
Organization）の創設をEC委員会は提案している。第二に，E　C委員会
は既に，価格統制に関する命令草案を準備しているが，これは，制定され
れば，国の保健当局に，価格体系をよリオープンにして医薬品産業が生産
計画を立てられるよう要求することになるであろう。1986年12月に，一連
¢り　1985年に発効した。
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の命令が採択されたが，これらの命令はハイテク医薬品の市販認可手続に
ついて定めている。
　建設部門では，E　C委員会は安定性，安全性及び衛生に関する基準を満
足させる建築製品のための基本的なヨー・ッパの基準について提案した。
　食品部門は，極めて複雑であるが，国民的な嗜好及び伝統を反映してお
り，これらがまた現在の食品テクノ・ジーにより更に複雑にされている。
過去において，食品基準の調和化は，個々の物品に関連しての食品の特定
の構成内容に基づいていた（r配合法」）。このことは，食品添加物の分野
だけでも40，000（！）ほどの申請を生む結果となり，規制の職務を全く不
可能にしてしまったのである。このようなわけ’で，現在のアプ・一チは，
詳細な規則を作ることよりもむしろ広範な諸原則に注意を集中するという
やり方を採っている。E　C委員会にとって詳細な諸規則を作成することは，
ほとんど不可能なので，同委員会はこの職務をヨー・ッパ食品産業協会
（European　Food　Industry　Association）に委ねてきており，同協会が
共通の基準の作成について助力をするであろう。
　この新たなアプ・一チは，公衆保健の保護，消費者保護，公正取引及び
公的検査のための立法に限定されている。一方，基準はこのようにヨー・
ッパ食品産業協会により提案されるにしても，既に特定の立法に服してい
る分野については古い制度が継続されるであろう。
　　　圏　1986年，閣僚理事会は消費者政策に関する三つの主要な目標を確認し．
た。それらの目標とは，
　（1）高水準の健康及び安全性，
　（2）共同体市場から利益を得る機会の増大，及び，
　（3）共同体のその他すべての政策における消費者の利益に対するこれま
　　で以上の考慮，である。
㈱OJ，1986，C。167。
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　換言すれば，消費者主義が，共同市場の全活動に反映されるべきである，
ということである。立法に関しては，既に議論されている種々の提案が，
緊急の事項として，立法化されるべきである。
　主要な立法の中には，以下のようなものがある。（1）製造物責任に関する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　命令。これについては後で論ずることとする。（2）訪問販売に関する命令。
　　　　　　　　　　　　にの（3）消費者クレジットに関する命令。これは，加盟国にすべての形式のクレ
ジットに共通の原則を適用して，クレジット交付者の間の歪んだ競争を防
止し，幾つかの特定の保証により消費者を保護するものである。（4）そのま
まではまるで別のように見えてしまう結果，消費者の健康と安全を危険に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲さらすことになりかねない商品の正確な記述に関する命令。（5）消費者クレ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幽ジット及び不公正契約条項に関する命令を補うもう一つ別の命令。（6）金融
機関，商人及びサービス会社と消費者との間の関係に関する電信払いに関
連するヨーロッパ運営規約（EuropeanCodeofConduct）に関するE
　　　　㈱　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲C委員会勧告。更には，（7）おもちゃの安全性に関する命令などもある。付
け加えるまでもなく，化粧品，食料品及びアルコール飲料のラベル表示，
並びに，織物繊維の内容については，継続して修正立法及び補足的立法を
待つ課題となっている。
　製造物責任に話を向ける前に，訪間販売に関する命令について簡単に考
察してみる。というのは，この命令は，欲しくもない物の購入と消費者の
不興にしばしばつながる強引な販売方法を抑制することを目的としている
からである。この命令は，消費者と商人との間の契約，及び営業所から離
??????Bul1．EC12－1985．
OJ，　1987，L．42．
OJ，1987，L．　192．
OJ，　1987，　L．42．
OJ21987，L．365．
OJ，　1988，　L．　187．
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れた場所，すなわち，消費者の家の戸口で交渉が行われた場合の消費者に
よる商人に対する片務契約に適用される。また，こ．の命令は，もっばら消
費者の主導で交渉が行われた契約には適用されない。もっとも，カタ・グ，
見本または試供品による注文，訪問または実物宣伝の要請，及び，商人が
準備したイベントヘの参加は，交渉とはみなされることはない。この命令
は更に，もっぽら書面で交渉が行われた契約，裁判所，公証人，または，
契約両当事者にそれらの者の権利及び債務について知らせる義務を負って
いる他の者，の前で締結される契約，不動産に関連する契約，及び，少額
　　㈲の契約，には適用されない。
　命令は，その適用範囲は一般的であって，共同体が一定の種類の契約，
特に，共同体立法者の計画の範囲内にある，消費者クレジット，自宅学習
課程，可動資産及び保険契約に関連して特定的に立法を行うことを妨げる
ものではないo
　無効という制裁の下では，訪問販売契約は，書面でなされねばならず，
またその中に，幾つかの特定的な情報を含まねばならない。すなわち，契
約当事者の氏名及び住所，関係する商品またはサービスの記述，商品の配
達またはサービスの提供の期限，価格，支払条件，及び，契約取消権の通
告，などである。かかる契約は，消費者自身の手で署名されねばならず，
また，消費者は契約書の写しを受領しなければならない。
　消費者は，国内法により定められるべき手続に従って，署名から7日以
内に商人に通告することにより，契約を取り消す権利を有している。商人
に送達される通告は，消費者に契約上の債務を免除することになる。契約
書とは別に契約取消のための書式が，客が契約書に署名する時に，手渡さ
れねばならない。
　客が定められた期間内に契約を取り消す場合には，支払われたいかなる
㈲　25ECU．25米ドルと同じ。
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金銭も払い戻されねばならず，また，受領された商品は，商人の費用及び
責任で返送されねばならない。客は，その期間中の物の通常の使用に対し
ては，支払いをする必要はないことになる。
　国内法の下で必要とされる手付金の支払いを除いて，商人は，取消期間
の満了前に，客に対して，契約価格の全額またはその一部の支払，または，
同じ効果をもつ為替手形もしくはその他の流通証券に署名を要求すること
は禁じられている。
　契約がもっぱら消費者の主導で交渉がなされたか否か，または，契約が
もっばら書面で交渉がなされたか否か，について争いがある場合には立証
責任は商人側にあることになる。
　消費者が取消権を行使する場合に消費者に補償金を支払うことを要求す
るか，または，通常の管轄権を有する裁判所の管轄権を排除する約定は，
無効である。
　しかしながら，この命令は，例えば，取消期間の起算目の決定，取消の
効果に関連する補足的諸要件，契約書への期日の記載，契約の登録，及び，
一定の商品またはサービスについての訪問販売契約の交渉の禁止に関して，
加盟国がある程度詳細に特別な規定を設けることを可能にしている。
　消費者クレジットに関する命令の目的は，クレジット取引を行う消費者
に最低限度の基準の保護を提供することである。かかる取引に含まれるの
は，債権者が，延払い，ローンもしくはローンを認める約束，またはその
他の融資という形式で消費者クレジットを認め，また，消費者が利息及び
諸費用を含むクレジットを分割で返済するという合意である。
　この命令においてもくろまれている取引は，商品またはサービスの提供
のためのすべての合意を含むが，しかし，不動産権の取得のためのクレジ
ット合意，賃借合意，合意された価格を支払うべき消費者に与えられた期
間が3か月を越えない場合の商品またはサービスの提供のための合意，ク
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レ・ジット・カードは別として，クレジット機関もしくは金融機関により与
えられたかまたは認められた交互計算勘定における前渡し金を含まない。
　クレジットに関するすべての合意は，書面でなされねばならず，また，
両当事者により署名されなければならないし，更に，各々の合意は，一定
の本質的諸条件を含んでいなければならない。すなわち，関係する商品ま
たはサービスの記述，現金価格とクレジット価格が異なる場合には，それ
らの価格，実際の年利率，（あるならば）頭金の額及び支払い期日，分割
払いの回数及び総額，商品の所有者及び消費者が当該商品の所有者となる
場合の条件，並びに，必要とされる何らかの保証の詳細，などである。
　加盟国は，これらの合意の幾つかの側面，例えば，先に述べた定められ
た諸条件を遵守しなかった場合の諸結果及び商品の占有回復に関する諸条
件を規制する裁量権を与えられている。更に，加盟国は，共同体の基準を
自由に改善することができる。但し，勿論，これらの改善は，欧州経済共
同体条約と抵触するものであってはならない。
　製造物責任に関する命令に類似しているものとして，おもちゃの安全性
　　　　　㈲に関する命令があるが，これは，その内容の故のみならず，1985年より導
　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲入された基準化に対する新たなアプ・一チが初めて消費材にも適用された
という事実の故にも，重要である。
　この命令は，1990年1月1日から効力を生じることになっているが，共
同体内において製造されるおもちゃ及び外国から輸入されるおもちゃの安
全性に関する統一的な基本諸要件を定めている。したがって，この命令は，
共同体内において営業を行うおもちゃの製造業者一もちろん，日本の製
造業者を含む一に特定的に向けられているわけである。
　おもちゃとは，r14歳未満の子供が遊びに使用するように設計されたか，
㈲OJ，1988，L18肌
＠め　DiL83／189，0J，1983，L．109／8．
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または，明確にそう意図されたすべての製品もしくは材料」を意味する。
この命令の附則1（Amex　I）には，おもちゃとはみなされない21の製品
リストが含まれており，これらの物は，子供向けのファッショソ・ジュエ
リー（装身用宝石類）から，遊び場及び公の場所（例えば，ショッピン
グ・センター）において用いられる機材並びにエア・ガンにまで及んでい
る。これらの物品の幾つかはあきらかに危険に見えるが，例えば，500ピ
ース以上のパズル，成人の収集家向けの装飾人形，または赤ん坊用乳首の
ような他の製品は，それほど危険ではないような外観を呈している。
　子供の通常の振舞いを留意してみて，おもちゃが意図された方法または
予見可能な方法で使用されるときに，使用者または第三者の安全及び健康
またはそれらのいずれかを危うくすることがない場合にはじめておもちゃ
は市場に出ることができるのである。
　附則2は，おもちゃについての満たされねばならない安全に関する要件
を定めており，加盟国は，基準に達しないおもちゃが市場に出ないことを
確保する必要な措置を採らなければならない。この安全基準は，詳細なも
ので，おもちゃの物理的及び機械的特性，可燃性，化学的特性，電気的特
　　　　　　　　　　　　　　幽性，衛生及び放射能にかかわっている。安全性に関する要件を充足する場
合には，加盟国は，そのおもちゃが自国の市場に出ることを妨げてはなら
ない。問題のおもちゃが欧州共同体の公報において公表される調和化され
た基準をそのまま加盟国の基準としているものに合致するものであること
を示す「E　Cマーク」が付けられている場合には，基準に合致しているこ
とが推定されるわけである。
　加えて，おもちゃを使用する場合に採るべぎ予防手段に関する警告及び
表示は，おもちゃそれ自体またはそれに付いている使用説明書もしくは印
刷物のいずれかに，明確に示されていなければならない。附則4は，この
㈱　Div．80／835／Euratom，OJ，1980，L．246がこの事項に適用される。
19
早法66巻1号（1990）
点に関して，36か月未満の子供向けではないおもちゃについて定めてい
る。つまり，滑り台，吊りぶらんこ及び吊輪ぶらんこ，大梁に縛り付け
られた・一プ及び類似のおもちゃ，動くおもちゃ，危険な物質または化学
製薬を含むおもちゃ，化学物質でできたおもちゃ，子供向けのスケートま
たはスケートボード，並びに，水中で用いられるおもちゃ，といったもの
である。
　加盟国またはE　C委員会が，調和化された基準が本質的諸要件を満たし
ていないと考える場合には，この事項は，命令83／189に基づき各加盟国
に設置された基準委員会（Standards　Committee）に付託されねばなら
ず，今度は，この委員会が，その認定を欧州基準化団体（European
Standardization　Body）に伝えることになる。
　おもちゃに関する命令は，おもちゃのモデルの検査及び検定に関して，
また，製品に承認の印を付するものとして共同体の全域で尊重されるrE
Cマーク」の添付及び使用に関して，詳細な規定を定めている。このマー
クにより，欧州共同体の製造業者，または，欧州共同体外の製造業者の場
合であって，共同体内において営業している製造業者の指定代理人は，お
もちゃが共同体の基準に合致するものであることを確証するわけである。
このことは，目本のおもちゃ製造業者にとって，もし共同体において営業
しているのでなければ，製品が命令の中で定められる検査規則に従って検
査されて承認のマークを得るための指定代理人を，共同体内に有しなけれ
ばならない，ということを意味するわけである。これは，自由貿易に対す
る障壁とみなされる一方で，一加盟国において得られたrE　Cマーク」の
利益は，それが共同体全域において承認されることになる，という、恩恵に
あずかることにもなるわけである。
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4．　共同体法による製造物責任
　製造物責任に関する加盟国内法の調和化は，第一次行動計画の日程表に
おいて重要なものであった。そして，1976年に命令のための提案がE　C委
　　　　　　　　　　　　　　　　㈹員会によりE　C閣僚理事会に対して提出され，9年後の1985年に，命令85
　侮①／374として制定された。この問題を正しく理解するためには，共同体の
法制度における命令に関して明確な観念を持たねばならない。
　共同体の立法には，三つの法形式がある。すなわち，国際協定，規則及
び命令である。国際協定は，加盟国ばかりでなく他の国々も含む国際的義
務を創設するためのものである。しかしながら，実際上，国際協定が用い
られることはまれである。というのも，国際協定の制定には厄介な手続が
伴うからであり，また，他の国際関係文書と同様に，国際協定は留保事項
及び破棄通告に服するからである。更に，国際協定の有効性は，幾つかの
　　　　　　　　⑨特定的な主題に限られる。したがって，共同体の域内立法の古典的な立法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6勿形式は，規則（：Regulations）及び命令（Directives）である。決定（De・
cisions）も法制定の効果を有するが，これは異なる目的に奉仕するもの
である。
　規則及び命令の両方は，欧州共同体を創設する条約において定められた
手続に従って，通常はE　C委員会からの提案に基づぎ，また，適切である
場合には欧州議会及び欧州共同体社会経済理事会との協議の後に，閣僚理
事会により（委任された権限の行使の場合には例外的にE　C委員会によ
り）制定される。規則及び命令は，r拘束力を有する法令」である。とい
＠g　OJ，1976，C。241；amend．OJ，1979，C．27L
⑳OJ，1985，：L．210／29。
⑳　EEC　Art．220．
6勿　EEC　Art．189。
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うのは，これらは加盟国に義務を課し，加盟国はそれらの規定を実行し適
用しなければならないからである。加盟国がその義務を履行しない場合に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鰯は，強行のための機構がE　C委員会の手中にある。同委員会は，主張され
ている違反について調査し，問題の加盟国に助言をし，そして，究極的に
は，頑強に抵抗する加盟国を共同体の司法裁判所において訴追する権限を
有している。法的状況を宣言する同裁判所の判決は，当該加盟国を拘束し，
また，実際，従われている。なぜなら，欧州共同体は，法に基礎を置いて
おり，法により自己を規律しているからである。
　規則は，一般的に適用される文書である。規則は，すべてにおいて，あ
らゆる加盟国において直接的に適用され，したがって加盟国にも，またそ
の国民にも等しく有効な権利及び義務を創設している。実際，規則は，一
貫性を持った文書であり，そして，そのようなものであるので，法的統合
の最も有力な媒介物である。
　他方，命令は，定められた目的を達成するために加盟国に対して下され
る命令（command）だが，方法及び手続の選択の余地を加盟国に残してい
る。実際，命令は，各国内法の調和化に関する法的手段として用いられて
いる。すなわち，共同体が，目標を定め，適用されるべき諸原則を定める
が，加盟国は，命令を遵守するために自ら立法を行わねばならない，とい
うことである。そこに命令の主たる弱点がある。
　命令は，加盟国を拘束し，したがって国家の責務を生じさせるが，（規
則とは異なり）国民が享有しうる直接的に強行できる諸権利を必ずしも生
じさせるものではない。原則上，命令は諸個人に向けられたものではない
ので，命令が個人の諸権利及び諸義務を生じさせるのは，かかる意思が明
確にしてはっぎりとした用語で表明されている場合のみなのである。この
ように命令は製造物責任に関する異なる加盟国の法を共同体の方針に沿わ
O＄　EEC　Arts，169－171。
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せるために命令が用いられるべきであることは，明らかであるように思わ
れる。しかしながら，後に検討するように，都合の良い方法というのは，
だからといって満足の行く結果を必ずしも生じさせるわけではない。
　この命令の本文は，比較的簡潔だが，その命令の基礎にある哲学，及び，
諸原理を説明する前文は，比較的長いものである。このことは，命令は，
一般論に限定される。すなわち，E　C委員会が敢えて提案した最低限の共
通基準であって，加盟国が同意する用意があったものに限られるというこ
とを意味する。これは，共同体だからこそ開拓的な試みに携わることがで
きる法の新たな領域というわけではない。これは，民事責任に関する国内
法という長い伝統を伴った領域であって，現代のテクノ・ジーに内在する
困難な諸問題に対処するには不十分であることが明らかになっているが，
国のレベルにおいてさえ改革が困難な領域なのである。E　Cは，連邦的な
装いをしているが，連邦国家ではない。したがって，加盟国の利益が，立
法過程において重要な役割を果たし続けている。こうしたやり方の主な効
果は，加盟国の制度のあまりにインパクトの強い修正を被るのを避けるた
めに，立法過程の進行を遅らせ，また，強固な提案を和らげることであ
る。これは，この命令の弱点を部分的に説明することになるであろう。
　この難題を強いて基本原則の問題と考えた場合，これは過失責任と無過
失責任すなわち厳格責任との間の選択の問題となろう。一方は，当事者が
他者に損害または侵害を生じさせる行為に基づいており，他方は，ある遠
法な行為の社会的及び経済的諸結果に基づいている。換言すれば，過失責
任は違法行為者の行為に由来するのに対し，無過失責任は違法行為者の行
為にそれほど注意を払うことなく被害者に補償を行う傾向がある。前者に
おいて強調されるのは原因であり，後者において強調されるのは結果であ
るが，しかし，両者とも行為とその諸結果との間の因果関係を力説してい
るわけである。私は，一方または他方のいずれかに厳格かつ絶対的に固執
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する純粋な制度が存在するとは考えていない。現実のところ，両理論は，
お互いに由来する諸要素により緩和されている。実際，加盟諸国の制度は，
非常に詳細にしてかつ微妙な差違のある法規制のゆえに，非常に複雑にな
ってきている。このことは，それ自体で，いかなる形の調和化の立法にお
いても克服すべき大きな障害であり，そして，調和化の立法は，必然的に
妥協を求める闘いにならざるをえない。このような状況においては，共同
体における法的統合に関する現在の段階では，普遍的に受け入れられる巧
みな制度を工夫するなどということは，共同体の立法者の機知を越えたも
のになろうと思われる。このことは，この命令が非常に多くのものを加盟
国の制度に任せている理由を説明するものである。
　ここで，この命令の諸規定に目を向けてみることにする。
　この命令は，製造者の側の無過失責任が，専門的事項の増大する時代に
特有な問題を適切に解決する方法として，また，現代の技術的生産に内在
する危険の公正な分配の方法として，唯一のものである，という前提から
出発している。これは，何らかの有害な成分または隠れた堰疵について製
品を検査する方法を持たず，また，しばしば宣伝の犠牲者であり，自分自
身騙されやすいことの犠牲者とさえなることがあるような，取引に関して
はより害を被りやすい弱者側を保護しようという法の責任を反映してい
る。この原則は，関連する命令の第1条において，r製造者は，その者の
製造物の毅疵により生じさせられる損害に対して責任を負うものとする。」
という言いまわしで簡潔に述べられている。
　r製造物」（“Product”）及びr製造者」（“Producer”）は，それに
続く規定において定義されている。例えば，r製造物」は，すべての動産
を意味するが，第一次農産物及び猟獣類（primary　agricultural　products
and　game）が例外となっており，これらはある種の不動産に組み入れら
れている。したがって，無過失責任は，工業により製造される動産にのみ
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適用されるべきである，ということになる。論理的には，製造者は自己の
産物に対して責任を負わねばならない。
　r第一次農産物」は，農業，牧畜業及び漁業の産物を意味し，産物に穀
疵を生じさせうる工業的性格の加工をへた産物を含まない。ここでも，農
産物加工業者の介入が新たな要素を産物に加え，かつ，食品加工工業の分
野で考察したように，完成品については多くの懸念があり，また，完成品
が人間による消費に適しているばかりでなく，添加された成分が　　また
は，加工方法までもであるが　　有害な結果を生じさせないこと，を確保
するための多くの立法があるわけである。
　電気は，r製造物」の観念から明示的に排除されている。この命令は，
主として動産に関係しているわけだが，動産が他の動産または不動産に組
み入れられていても，かかる動産を見落とすことはない。したがって，こ
の命令は，不動産建築において用いられるか，または不動産に備え付けら
れる動産一例えば，暖房システム，または，共同住宅もしくは事務所の
棟のエレベーター　　にも適用される。
　r製造者」とは，完成品の製造業者，何らかの原材料の生産者もしくは
構成部分の製造業者，または，自己の氏名，商標，もしくは，その他の特
色のあるものを製品に付することにより自己をその製品の生産者として提
示しているすべての者である。この定義の目的は，製品の製造またはその
製品の市場への出荷のいずれかにかかわることにより，その製品に対して
責任を負う製造者として公衆に面と向かう人々の範囲を拡大することであ
る。
　この定義はまた，輸入業者，すなわち，自己の業務の過程において販売，
賃貸，リースまたは何らかの供給形態のために製品を共同体へ輸入する人
々を含んでいる。かかる人々は，製品に自己の氏名または商標を付するこ
とにより製造者として自己を提示している者たちと同様である。したがっ
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て，輸入業者は，実際の製造者が有責とされうる場合はもちろん別だが，
製造者として責任を負うのである。
　製造者が確認できない場合には，製造物の各供給者が，実際の製造者ま
たはその製造物をその供給者に供給した者が誰であるかを合理的期間内に
消費者に知らせない限り，その製造者とみなされる。同じ原則は輸入製品
に適用されるが，それは，その製品が，たとえ製造者の氏名を表示してい
ても，輸入業者が誰であるかを示していない場合である。この場合におい
て，自己が誰であるかを示す責任は輸入業者側にあるが，それは，消費者
は外国の製造者を相手取って請求を行うことができないであろうし，また，
たとえできるとしても，問題の製品を市場に出すのは輸入業者であるから，
消費者にかかる不便をかけるべぎではない，という簡単な理由によるので
ある。
　製造物の理疵に関する整然とした定義はないが，この命令の第6条は，
製造物に蝦疵があることを，一般公衆が期待する権利を有する製造物の安
全性の欠如に関連づけている。したがって，言及されているのは，製造物
の使用適応性ではなく，消費者には何を期待する権利があるかについての，
（もし幾分曖昧な観念でなければ），客観的な観念なのである。安全性の
要素もしくは基準については，製品の提示，製品の合理的使用，及び製品
が出回った時期が考慮されねばならない。しかし，同条は，もっと良い製
造物が後に流通させられたからといって，それは，以前の製造物が欠陥品
だというわけではないと付け加えている。これは合理的である。というの
は，製造物はその時期の産物であり，また，テクノ・ジーの進歩の結果と
して製造物には向上と進歩があるはずだからである。そのことは，それだ
けで，以前の製造物を欠陥品とするものではない。
　第4条は，被害者が，損害，毅疵，及び蝦疵と損害との間の因果関係を
証明することを要求している。しかしながら，この命令は，r被害者」に
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ついて定義しておらず，また，因果関係に関するいかなる特定的な理論も
述べていない。この命題は簡明ではあるが，しかし我々は，加盟諸国の制
度に関する経験から，因果関係は立証の問題ばかりでなく，損害または侵
害につながる出来事の連鎖に関する評価の問題も提起している，というこ
とを知っている。共同体の立法者が，因果関係という方向を変える砂を
避けて，この問題を加盟国の管轄に委ねることを望んだことは明白であ
る。
　しかしながら，r損害」に関しては定義が置かれており，第9条によれ
ば，それは次のものを意味する。すなわち，
　1．人の死亡または身体傷害から生じる損害，及び，
　2．澱疵ある製造物それ自体以外の何らかの財産に対する損害またはそ
　　の殿損。し。かし，
　　（a）その製造物が，私的使用または消費を通常は予定している種類
　　　のものであり，かつ，
　　（b）被害者により主としてその者自身の私的使用または消費のため
　　　に用いられたのであれば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　馨4重大な損失を理由とする請求は，500ECU未満であってはならない。請求
額の法定下限が定められているのは，過剰な数の事件における訴訟を避け
るためである。しかしながら，もっと低い補償を求める請求は，国内法の
下で可能であるように思われる。しかし，国内法もその種の制限を有して
いる場合には別であることは言うまでもない。
　この状況においては，命令がかかわっているのは有形的な損害に対する
賠償のみである，ということに気付くべきである。この命令は，有形的で
はない損害すなわちr精神的な」損害（例えば，痛み及び苦痛，不安，名
ら㊥　500米ドルと同じ。
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声の喪失，その他）に対する賠償を明示的に排除して，こうした事項を加
盟国の立法に委ねている。したがって，一つの鍛疵ある製造物から並列的
な訴訟が生じることが想像できる。つまり，一つは，（国内法に組み入れら
れたものとしての）命令に基づくものであって有形的な損害に対する賠償
を求める訴訟であり，そして，もう一つは，精神的損害または命令により
定められた最小額以下の賠償を求めるとするものである。これは，加盟国
の制度の調和化を意図した命令にとっては，嬉しい見通しではない。
　第9条はまた，賠償を請求できる範疇または項目を示していない。我々
は，加盟諸国の制度が，この点について非常に洗練されているが，しかし，
同時に，同一のテーマについて幾つかのバリエーションを示していること
を知っている。第9条は，一般論，すなわち，人の死亡，身体に対する侵
害及び財産に対する殿損または侵害から生じる有形的な損害を述べるに限
られているので，特定的な行為の詳細は加盟諸国の管轄に委ねているわけ
である。このことは，裁判所選択の余地がある，すなわち，一つの訴訟が
二つ以上の国において提起されうるならば，法律家にとって興味深い機会
を提供する。西ヨー・ッパにおいてさえ，人の生命または人間の身体の無
傷の状態の値段は国により異なるので，国の問で賠償金のレベルが異なっ
ているという事実により，同じような考えが浮かぶことになる。
　被害者，及び，人の死亡により損害が生じさせられる場合には，故人の
人格代表者は，自己の主張，すなわち，損害，及び毅疵と損害との間の因
果関係を証明しなけれぱならない。証明の手続と基準は，国内法により規
律されることになる。関連する命令に含まれている実体法の範囲の点から
見て，共同体の立法者は，司法手続という地雷原に思い切って立入ること
がほとんどでぎなかったであろう。
　被害者は，関連する命令において定義されている製造者に対して請求を
なさねばならない。しかしながら，この命令の第5条は，同一の損害に対
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して責任を負う幾人かの者の連帯責任をもくろんでいる。そのような場合
においては，消費者保護は，求償権に関する国内法の諸規定には服するが，
被害者がそれらの製造者たちのいずれから被った損害に対しても完全な補
償を請求できるものとすることが必要である。したがって・連帯責任とい
う実体的原則が共同体の法原則として受け入れられてきている一方で，手
続的な側面は，加盟国の管轄に委ねられてきているのである。
　再び，実体法の問題として，この命令は，製造者が第7条に従って責任
を免れることを可能にしている。第7条によれば，製造者は，以下のいず
れかのことを証明する場合には，責任を負わないものとされる。
　1．その製造者がその製造物を流通させたのではなかったこと，または，
　2．事件の諸状況においては，その製造物が，その製造者により，流通
　　させられた時点では，損害を生じさせた鍛疵が存在しなかったこと，
　　もしくは，そのヨ暇疵が後に存在するに至ったこと，が蓋然的であるこ
　　と，または，
　3．その製造物が，販売のためもしくは経済的諸目的での何らかの形態
　　の配給のためにその製造者により製造されたものでもなく，また，そ
　　の製造者の業務の過程においてその製造者により製造され，もしくは
　配給されたものでもないこと，または，
　4．毅疵が，公当局により発せられた命令的規則にその製造物が合致す
　　るようにしたことに起因すること，または，
　5．その製造業者がその製造物を流通させた時点での科学的及び技術的
　知識の状態が，堰疵の存在の発見を可能とするようなものではなかっ
　たこと，　または，
　6．組み込み品の製造業者の場合には，環疵が，その組み込み品が組み
　込まれた製造物の設計，もしくは製造物の製造業者により与えられた
　指図に帰しうるものであること。
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　立証責任は，無過失責任の原則の帰結として，たしかに製造者にある。
しかしながら，責任を免れることのできる理由にはr技術的知識」の状態
が含まれており，そして，そのことは明らかに消費者保護の範囲を限定す
る。このことは，製造者が，新しいテクノ・ジーの応用という場合に，予
測される危険を冒すことを可能にする。というのは，製造者は，それに対
する知識がないことを理由として，責任を免れることがでぎるからであ
る。したがって，反論を和らげるために，第15条第1項b号は，加盟国が
既存の法律を維持することまたは新たな立法の中で規定することを可能と
する逸脱に備えて，この特定的な免責の理由は認められない旨を規定し
た。その趣旨についての新たな立法の場合には，関連する命令は，9か月
の現状維持の期間を定めており，その期間中に，E　C委員会は，保護のレ
ベルを共同体加盟国を通して画一的な方法により高めるものとする提案を
閣僚理事会に提出する目的で，他の加盟国と協議するものとしている。
　無過失責任の原則は，被害者の過失及び第三者の介入行為に関する規定
により更に緩和されている。したがって，被害者の寄与過失またはその被
害者が責任を負ういずれかの者の寄与過失は考慮に入れられ，製造者の責
任は，事件の諸状況によって減じられるかまたは否定されることがありう
ることになる（第6条第2項）。しかしながら，製造者の責任は，損害の
原因に寄与する第三者の行為または不作為により影響されないままとなる
（第8条第1項）。そのような場合においては，製造者の責任は減じられ
るものとはされないが，しかし，求償に関する加盟国の法原則は有効なま
まとなる。このことは，進行中の事件に適用されうる国内法しだいで，被
害者に対して自己の責務を果たした製造者は，関係する第三者に対して求
償するか，または，そのような者に対して自己の回復権（rightof
recovery）を行使することができる，ということを意味する。この場合に
おいて，関連する命令がかかわっているのは，被害者が補償を受けるとい
30
　D．ラソク「欧州共同体における消費者保護一特に製造物責任に関連して」
うことであるが，損害に対して責任を負う者たちの問の賠償金の分担は加
盟国に委ねられている。一
　不法な行為に対する責任は法により規律されるという原則に忠実である
ために，関係する命令は，契約による法の適用制限のいかなるものも許し
ていない。したがって，この命令から生じる製造者の責任は，私的な取決
により制限または排除されてはいけない（第12条）。しかしながら，加盟
諸国の制度の下で，被害者は，命令において定められているもの以外の
契約上の責務または契約によらない責務を根拠として，損害賠償請求をす
るかも知れない。もしそうするのであるならば，この命令は，そのような
権利に影響しないことになる（第13条）。もし私がこの規定について正確
な理解をしているならば，被害者は，この命令に依拠する代わりに，それ
とは別個にこれらの権利を行使しうるのである。何故ならば，この命令の
諸目的は，消費者が効果的な保護を享受するならば達成されることになる
からである。このことは，消費者は自己の救済方法を選ぶことができるが，
勿論，同一の欠陥商品を理由として補償を二度受ける併存的権利を有しえ
ない，ということを意味することになるであろう。このことは，共同体の
効果的な措置としてのこの命令を害するものだが，消費者保護の観念と両
立しない訳ではない。かかる特別な保護は，医薬品の部門においては既に
存在している。
　同様な理由で，原子力事故から生じる損害に対する責任は，十分な共同
体の特別な法原則が存在しており，国際協定が全加盟国によって批准され
ているので，この命令から除かれている（第14条）。
　加盟国は，この命令の適用制限を行って，自国の立法において，この命
令の適用を受けるr製造物」が，第2条により明示的に排除されている第
一次農産物及び猟鳥獣類（第15条第1項b号）をも含む，と規定すること
が許される。
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　更に，幾つかの国内法が不法行為を理由とする経済的責任の上限を認め
ているのであるが，加盟諸国の法における違いを考慮して，第16条第1項
は，同一のi暇疵を持った同一の物品から生じる人の死亡または身体傷害か
ら発生する損害に対する実際の責任に限界を定めて一定の額にすることに
より，（共同体の立法者が支持していることは明らかである）無限責任の
原則について加盟国が適用制限を行うことを認めている。しかしながら，
この一定額は7千万ECU未満ではありえない。これは，妥当な消費者保
護を提供するに足る高いレベルのものであるように思われる。
　3年が経過すると訴権が消滅するが，出訴期問は，原告が損害，鍛疵及
び製造者の身元に気付いたか，または合理的に気付くべきであった期日か
ら起算される。第10条は，損害賠償請求訴訟の提起のための画一的出訴期
間を導入しており，これは関係者すべての利益に適っているのだが，それ
でも，この出訴期間の停止または中断に関する規律を加盟国の自由に任せ
ている。したがって，出訴期限（1imitation）に関するこの規定は不完全
なものであり，そして，停止または中断が加盟諸国の法の気まぐれに任せ
られるべぎであるとする理由は，それが手続の問題とみなされるのでなけ
れば，存在しないように思われる。
　この命令の第11条の下では，もう一つの出訴期間がある。製造物は時の
経過の中で老化するということに留意して，この命令により与えられる諸
権利は，損害を生じさせた製造物が流通に付された期日から10年が経過し
た後は，消滅するものとされている。これは時効（prescription）の一形
態であり，事物の性質の点から理解できるものだが，しかし，諸権利に関
する時効という目的のために，共同体が一つの領域とみなされるか否か明
確ではない。
　もし，そうみなされるのであれば，r流通に付す」ということが，損害
が生じた国の市場に出すという意昧でない限り，製造物が最初にどの国の
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市場に出されたかということは問題にならないであろう。損害が生じた国
の市場に出すという意味であるというような解釈がなされるならば，それ
は，共同市場の単一性に反することになるが，しかし，手続に関する限り，
加盟国の管轄の相違を明確に認めているこの命令と矛盾するものではない。
この命令は，実体法の統合を目的にしているのではあるが，手続法を不統
一のままにしている。また，出訴期限と異なって，時効が実体法の問題で
あるのか，または手続法の問題であるのかも争いのある問題である。
　この命令の短所にかんがみて，この命令は，1992年までに域内市場を完
成させるという熱望とはほとんど一致しない暫定的な措置とみなされねば
ならない。この暫定的性格は，この命令それ自体の中でも強調されてい
る。というのは，第21条はこの命令の実際の作用について監視し，また，
閣僚理事会に対して5年ごとに報告をして，この命令の修正のための提案
を適切と思料する場合に提出することを，∵E　C委員会に命じているからで
ある。特に適用制限と手続規則の影響に関するこの命令の効果を再検討す
ることは，この命令が効果的に消費者保護を改善して共同市場の統合に貢
献したか否かを見るために，格別に重要である。
　共同体に対して輸出を行う目本の輸出業者は，この命令は輸入業者に欠
陥商品に対する責任を負わせているが，製造物責任というものは究極的に
は製造者及びその者の製品の評判に向けられているのであるから，問題な
のは実際のところ製造物なのだ，ということを心に留め置くことであろ
う。日本の輸出業者の人々が，統一された市場の姿を求めてこの命令をの
ぞいて見るならば，落胆するかもしれない。というのは，彼等は，共同市
場が幾つかの国の管轄領域からなっていること，及び，共同体内における
基準化が完成からは程遠いものであること，をいまだに心に留めておかね
ばならないからである。このことは，市場に入り込むことをより容易にす
るかもしれないが，多様な市場に直面する場合における経営上の責任とい
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う重荷を軽減しないのである。
5．結論
　欧州共同体における消費者保護の行動計画は，完成からは程遠いもので
あり，それが実行されてきている場合においても，それは単一の市場とい
う洗練性をいまだに欠いている。というのは，共同体の現状では，加盟国
の諸慣習及び法に注意を払わねばならず，そのことが調和化を最低限の共
通基準のレベルに抑え込んでいるからである。実際のところ，これが，共
同市場の弱点なのである。他方，ヨー・ッパの製造者と競争を行う外国の
製造者の人々にとって，このことが好都合であるか否かを判断することは
困難である。というのは，究極的な分析において問題となるのは，製造物
の質であるからである。消費者主義は，物の価値に関するものであり，ま
た，選択に関するものである。そして，そのようなものであるので，消費
者主義は，国境というものを知らない。実際，国境は，それが欧州共同体
内にあろうが，またはその他の場所にあろうが，人工的な障壁を構成する
ものである。消費者主義は，アメリカまたはヨー・ッパが独占するもので
はない。この点において，我々も，日本の経験から学ぶことができる。何
故ならば，世界中の消費者は事実上同じ保護を望んでいるからである。し
たがって，消費者主義が提起してきている多くの問題に対する回答は，貿
易の自由化及び協力を通じては達成されうるが，貿易戦争を通じては決し
て達成されえない国際基準制度の堅持の中に潜んでいるのである。
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訳者あとがき
　ここに訳出したのは，Dominik　Lasok教授が1990年来目されるに際して用意さ
れた講演原稿の一つ“Consumer　Protection　in　the：European　Community　with
Special　Reference　to　Product　Liability”である。はじめ早稲田大学で話してい
ただく希望テーマとしてお願いしてあったが，目程の都合で実現出来なかったため，
翻訳だけでもとお願いして御快諾をいただいた次第である。原文は，他の原稿と一
括して，近く刊行されるr中京大学社会科学研究所叢書」の一巻に収められること
になっている。
　ラソク教授は，1921年ポーランド生れのイギリス人法学者で，英国エクセター大
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同教授は，多くのすぐれた業績をあげられ，これまでに著書12点，論文110点に及
んでいる。EC関係の著書には，The　Law　of　the　Economy　in　the　European
Communities，London（1980）；Professions　and　Services　in　the　EEC（1986）；
The　Law　and　Institutions　of　the　European　Communities（Co・author，」。W。
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　なお，翻訳作業の過程で森川功君（早稲田大学大学院）の協力を得たことを付記
する。
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